キャッシュレス決済ポイント還元事業委託業務企画提案仕様書（案）
キャッシュレス決済ポイント還元事業委託業務の内容については、この仕様書の定めるところとする。
１　目的
市内事業者のキャッシュレス決済における決済額の一部を還元するキャンペーンを、複数決済サービスで実施することで、物価高騰に伴う消費者の負担を軽減するとともに、低迷する個人消費を喚起し、市内事業者を支援する。
２　業務概要
（１）業務名
キャッシュレス決済ポイント還元事業委託業務
（２）履行箇所
伊勢原市内
（３）履行期間
　　　契約締結日から令和６年７月31日（水）まで（予定）
（４）委託料上限額（消費税及び地方消費税を含む。）
　　　119,000,000円
※委託上限額は、ポイント還元費用を含むものとする。
※本事業を受託する事業者（以下、「受注者」という。）が本事業を遂行するにあたり、必要となる一切の費用を含み、市は契約金額以外の費用を負担しないものとする。
（５）再委託
　　　受注者は、委託業務の全部又は大部分を一括して他に再委託し、又は請け負わせてはならな
い。また、再委託に当たっては、書面により市の承認を得ること。
（６）その他
　　　市は、履行期間中に、ポイント還元費用の超過が見込まれる場合、又は天災、疾病（新型コロナウイルス感染症を含む。）、その他の不可抗力によるもの、受注者の責に帰さないものにより、必要があると認めるときは、委託業務の中止又は一部の履行を中止又は延期させることができる。
３　業務内容　　　　　　　　　　　　　
受注者は、次の内容を実施するものとする。
（1） 決済及びポイント還元

① ポイント付与対象期間中に、対象店舗において、対象となるキャッシュレス決済を行った利用者に対し、対象キャッシュレス決済事業者を通じ、ポイントを還元する。受注者以外の対象キャッシュレス決済事業者に対しては、再委託を行った上で、ポイント還元相当額及び本事業に必要となる経費の支払を行うこと。
② 受注者はポイント付与状況の進捗管理を行い、開始当初７日間のほか、原則、１週間に１回、市に対し、ポイント付与状況の報告を行うこと。また、前記にかかわらず市が求めた場合は、速やかにポイント付与状況の報告を行うこと。
なお、提案価格・企画提案書については、原則として次のキャンペーン概要に基づき作成すること。
【キャンペーン概要】
	キャンペーン期間
	令和６年４月１日（月）から４月30日（火）

	ポイント還元率
	25％

	ポイント還元上限
（１決済事業者あたり）
	2,000円／１回
5,000円／期間

	対象キャッシュレス
決済事業者
	過去に類似キャンペーンを実施したキャッシュレス決済事業者のうち、本市で最も効果的にキャンペーンを実施することができる事業者を複数選定するものとする。

	対象店舗の範囲等
	伊勢原市内における次の事業者
・中小、小規模事業者（原則として中小企業基本法における定義による）
・全ての飲食店（大手チェーン店を含む）
【対象外】
・保険適用医療機関
・風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法律第２条に
該当する施設
・公共施設の入場料等、公共料金及び納税に関すること
・インターネット販売等、実店舗外での決済

	ポイント還元対象者
	対象店舗の利用者（市内在住を問わず）


　※キャンペーンの内容詳細については、事業者選定後に調整する。

（2） 事務局の設置
契約締結後速やかに、業務全般の総括や市との連絡調整窓口を担う事務局を設置すること。具体的な業務内容は以下のとおりとする。
① 適正かつ確実な業務遂行体制を構築すること。

② 全体スケジュールを管理し、適切に事業の進捗を図ること。

③ 個人情報はセキュリティの高い場所で管理し、個人情報の流出がない体制を確保すること。

④ 複数キャッシュレス決済事業者で統一的にキャンペーンを行うための調整管理を行うこと。

⑤ 契約期間中は、問い合わせ対応窓口を常時設置すること。

⑥ 市及び対象キャッシュレス決済事業者との連携を密にすること。

⑦ 対象店舗データ、利用金額、ポイント還元額等の管理を行うこと。

⑧ 業務に必要な準備を行うこと。  ほか
（3） 対象店舗の選定
①　以下の条件を満たす店舗を対象店舗として選定し、対象店舗リストの作成を行い、報告すること。なお、リスト作成にあたっては、地域及び業種単位で作成するなど、閲覧しやすいように工夫すること。
ア　伊勢原市内に事業所を有しており、飲食を消費者に提供する店舗であること。
イ　伊勢原市内に事業所を有しており、物品、サービス等を消費者に提供する中小企業者（中小企業基本法第２条の規定に基づく中小企業者をいう。以下同じ。）であること。
ウ　対象キャッシュレス決済事業者の決済サービスを導入していること。
②　必要に応じて、対象店舗の除外や追加を市と協議の上、行うこと。
③　対象店舗リストの作成にあたり、対象業種であるかなど、疑義が生じた場合は店舗への架電や店舗ホームページ、実地調査等により確認を行うこと。

（４）対象店舗への事業ＰＲ及び支援
1 キャンペーン開始時点において、対象店舗がキャンペーン趣旨・概要等を把握できるよう、周知方法を工夫すること。
2 キャンペーン対象決済サービスを導入していない市内店舗を有する事業者に対して、キャンペーンのＰＲを行うとともに、店舗の要望に応じて決済サービスの導入支援や導入手続きの支援を行うこと。
3 対象店舗が市内の一部のエリアに偏らないよう新規店舗の開拓を行い、可能な限り短期間で多くの市内事業者がキャンペーンに参加するよう促すこと。
4 キャンペーン概要や参加にあたっての注意点を伝えるために、対象店舗にキャンペーンに関する案内書類を作成、提供すること。
5 キャンペーン期間終了後には、対象店舗を有する事業者に対してアンケートを実施し、事業実施に伴う効果測定を行うこと。
（５）消費者への事業ＰＲ及び支援
受注者は、キャンペーンについて効果的な周知広報を実施するため、キャンペーン対象決済サービスを利用している消費者、又は利用する可能性がある消費者に対して、効果的な広報宣伝プロモーションを企画提案及び実施し、広くキャンペーンの周知を図るとともに、本キャンペーン終了後にもキャッシュレス決済が定着するよう広報活動を実施すること。また、初めて決済サービスを利用する消費者に対して、キャッシュレス決済の普及とともに、キャンペーンを活用できるよう設定及び操作方法に関して支援が行える体制を整えること。
なお、周知方法については、原則として以下のものを行うこととし、実施する前には市に確認を受けることとする。
①　対象店舗が効果的な集客活動を行うことができるよう、対象となる決済サービス共通のＰＲツール等（ポスター・チラシ・ステッカー・のぼり等）を作成し、対象店舗に提供すること。また、デザインについては、市が独自で行う施策であることが分かりやすいものを、市と協議の上で作成すること。
②　店舗検索等が可能なキャンペーン特設ホームページを作成・運営すること。
ホームページの作成・更新など告知にあたっては、市と協議の上で行うこと。
　（６）対象店舗及び利用者からの問い合わせへの対応
　　　　受注者は、対象店舗及び利用者からのキャンペーンや決済サービスの利用方法に関する問い合わせに対応するコールセンター等の体制を、以下のとおり整えること。
①　本事業専用コールセンターを開設し、事業者及び利用者の問合せ等に対応すること。
②　コールセンターは、（５）の事業ＰＲ開始までに開設すること。
③　開設期間は事業ＰＲ開始前からとし、問合せ数を考慮し、配置人数及び開設期間を設定すること。また、開設期間外においても問合せ対応ができる体制を確保すること。

④　対応時間
【利用者からの問合せ】
9時30分から17時30分（土曜、日曜、祝日を除く）
※キャンペーン期間中は土曜、日曜、祝日も実施すること。
【事業者からの問合せ】
9時30分から17時30分（土曜、日曜、祝日を除く）
※キャンペーン期間中は土曜、日曜、祝日も実施すること。
⑤　対象キャッシュレス決済事業者と連携し、利用者及び事業者からの問合せに円滑かつ誠実に対応すること。
⑥　コールセンターにて対応不可な事例や、折り返し連絡が必要な事例が発生した場合、事故が発生した場合は、速やかに市に連絡すること。
⑦　問合せの概要や件数については、随時報告すること。

（７）キャッシュレス決済普及促進

①　利用者に対し、キャッシュレス決済を普及させるため、本事業に係るキャッシュレス決済のメリットや利用方法等に関する説明会等を開催すること。なお、説明会等を実施する際には、その内容や会場について、市と協議の上で決定するものとする。
②　説明会等への参加が困難な利用者に対しても、キャッシュレス決済のメリットや利用方法等を周知する工夫を行うこと。
③　上記以外にも、キャッシュレス決済の普及促進を図ること。
（８）事業実施効果の分析及び評価

　　　　受注者は、キャンペーン前・期間中・終了後に、電子データにより週１回の頻度で事業実施状況の報告をすること。なお、報告事項は原則として次の項目とし、必要に応じて、随時、市と協議の上で報告事項を追加すること。
【キャンペーン前】
・対象店舗の状況
・決済サービス利用者の状況

【キャンペーン期間中】
・広報記録
・対象店舗数の推移　
・キャッシュレス決済額及びポイント還元予定額
【キャンペーン終了後】※本項目は分析終了後１回のみの報告とする
・決済サービス利用者数の推移
・対象店舗における決済サービス稼働状況の詳細情報
（エリア別・業種別・規模別・地域別・売上推移別・決済額別　等）
・利用者による決済サービス利用状況の傾向分析
（市内在住／市外在住別、年齢層別・性別・決済額別　等）
　
４　成果物
　　受注者は以下の成果物について、紙媒体及び電子データを提出すること。
（１）広報物 
作成次第随時、広報を行う前に提出すること。

（２）事業実績報告書及びアンケート調査報告書 
項番３（８）で報告を求めている実績及びアンケート結果調査結果とともに、それをもとに、市内でのキャッシュレス決済の定着・拡大に向けた方策についての考察を記載し、契約期間終了までに提出すること。

※成果物提出後に、不備等が発見された場合は、受注者の責任において訂正すること。
５　著作権等の取扱い
本業務における全ての印刷物等の著作権（著作権法第２７条及び２８条の権利を含む。）は、 市に譲渡し、受注者は著作者人格権の行使をしないこととする。この規定は、受注者の従業員及び本委託遂行に当たり再委託を行った場合の再委託先又はそれらの従業員に著作者人格権が帰属する場合にも適用する。なお、第三者から著作権、特許権、その他の知的財産権の侵害の申立てを受けた場合、受注者の責任と費用をもって処理すること。
６　支払条件

　　本業務に係る委託料については、市は業務完了後に受注者に一括して支払うこととする。
７　その他留意事項
（１）受注者は、本業務で知り得た情報を本業務においてのみ使用することとし、他の目的に使用又は漏えいしてはならない。業務終了後、又は契約解除後も同様とする。
（２）受注者は個人情報の保護に関する法律や伊勢原市個人情報保護条例等を遵守すること。
（３）本業務における成果物は全て本市に帰属するものとし、無断で公表・譲渡・貸与、又は使用してはならない。
（４）業務上のトラブルなど、緊急時には遅滞なく市に報告すること。
（５）業務の円滑な遂行にあたっては市と綿密に打合せ等を行うこととし、当該打合せ等に係る議事録については、受注者が作成し、次回打合せまでに市へ提出の上、確認を受けること。
（６）その他、本仕様書記載事項の解釈に疑義が生じた場合又は定めのない事項等が生じた場合については、その都度、市及び受注者間で協議の上、決定するものとする。
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